
喀痰吸引等研修機関の登録申請手続きについて 

 

喀痰吸引等の特定行為を行うことのできる介護職員等を養成する研修を実施するためには、

都道府県の登録を受ける必要があります。 

 

１.登録基準＜全てに適合すること＞  

（１）喀痰吸引等に関する法律制度及び実務科目について喀痰吸引等研修を実施すること。 

（２）喀痰吸引等に関する実務科目の講師は、医師、保健師、助産師、看護師とする。 

（３）喀痰吸引等研修の業務を適切かつ確実に実施するに足りるものとして以下の基準に 

適合するものであること。 

  ① 受講者の数を勘案した十分な数の講師が確保されていること。受講者の規模に応じ 

て適切な規模での研修体制を整備し、受講者の教育の機会を確保できるよう必要な講

指数を確保すること。 

  ② 研修に必要な機械器具、図書その他の整備を有すること。 

  ・研修に必要な器械器具、模型等の品目及び数量等については、下記を参照すること。 

 ・備品等の管理にあたっては、感染症予防等の衛生上の管理に配慮すること。 

 【登録研修機関が備えておくべき備品等一覧】 

 

 

③ 研修業務を適正に実施するために必要な経理的基礎を有すること。 

 経理の基礎として、以下の事項について留意すること。 

・ 喀痰吸引等研修の経理が他と区分して整理されていること。 

・ 会計帳簿、決算書類等収支状況を明らかにする書類が整備されていること。 

・ 料金については適当な額とすること。 

・ 料金の収納方法についても受講者へ配慮した取扱いとするとともに、不当な金額を徴収し

ないこと。 



 ④ 講師の氏名及び担当する科目を記載した書類を備えること。 

  演習において指導にあたる講師、実地研修において指導にあたる講師が特定できるよう 

に整理しておくこと。 

 ⑤ 研修修了者の名簿を作成し、業務廃止まで保管すること。 

   研修終了者一覧表により研修終了状況を管理するとともに、基本研修のうち講義、演習 

の各段階における修了状況についても、当該研修修了者一覧表において管理すること。 

 ⑥ 課程ごとの研修修了者一覧表を定期的に県に提出すること。 

定期的な報告とは、少なくとも１年に１回以上、奈良県知事に報告すること。 

 

 

２，登録申請に必要な書類 

（１） 登録研修機関登録申請書【様式１２－１】 

（２） 社会福祉士及び介護福祉士法附則第７条の規定に該当しない旨の誓約書 

【様式１２－２】 

 （３）設置者に関する書類 

 ○設置者が法人の場合 

 法人の登記事項証明書（発行後３ヶ月以内のもの。） 

 ○設置者が個人の場合 

 住民票の写し 

（原本に限る。住所、氏名、生年月日が記載されたもので、発行後３ヶ月以内のもの。） 

 （４）登録研修機関登録適合書類【様式１２－３】 

 （５）（４）の書類に関し登録要件に該当することを証明する書類。 

 ○喀痰吸引等研修業務規定 

 



○ 研修カリキュラム表 

○ 講師ごとの履歴書及び資格証の写し 

○ 研修に使用する備品一覧 

○ 図書目録 

○ 研修事業の収支予算及び財務計画等 

○ 講師一覧表 

○ 修了者名簿様式 

※実地研修の一部を外部に委託する場合は、委託契約書等の写し、当該委託機関に関する資

料を添付すること。 


